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当 初 予 算 案 総 括 表 

（単位 千円）

会 計 名 

令和 7 年度 

当初予算額 

（Ａ） 

対 前 年 度 

比率（％） 

（Ａ/Ｂ） 

×100 

令和 6 年度 

予 算 額 
比 較 増 減 

当 初 

（Ｂ） 

現 計 
（１月末） 

   （Ｃ） 

当初比 

（Ａ－Ｂ） 

現計比 

（Ａ－Ｃ） 

一 般 会 計 12,404,000 106.0 11,705,000 12,782,684 699,000 △378,684 

特

別

会

計 

国民健康保険 

特 別 会 計 
2,746,022 97.0 2,830,693 2,833,552 △84,671 △87,530 

土 地 取 得 

特 別 会 計 
1,465 3.1 46,629 46,629 △45,164 △45,164 

介 護 保 険 

特 別 会 計 
2,066,425 104.0 1,987,641 2,026,498 78,784 39,927 

保険事業勘定 2,066,342 104.0 1,987,640 2,026,494 78,702 39,848 

介護サービス 

事 業 勘 定 
83 8300.0 1 4 82 79 

後期高齢者医療 
特 別 会 計 

875,215 104.3 839,344 854,753 35,871 20,462 

小計 5,689,127 99.7 5,704,307 5,761,432 △15,180 △72,305 

合計 

（一般会計、特別会計） 
18,093,127 103.9 17,409,307 18,544,116 683,820 △450,989 

企 

業 

会 

計 

下水道 

事 業 

会 計 

収益的 361,849 105.4 343,224 361,693 18,625 156 

資本的 550,575 106.4 517,564 473,704 33,011 76,871 

計 912,424 106.0 860,788 835,397 51,636 77,027 

総計 19,005,551 104.0 18,270,095 19,379,513 735,456 △373,962 
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一 般 会 計 



１． 令和７年度当初予算編成について 

内閣府が公表した令和７年１月の月例経済報告によると、「景気は、一部に足踏みが残

るものの、緩やかに回復している。先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、

各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待される。ただし、欧米におけ

る高い金利水準の継続や中国における不動産市場の停滞の継続に伴う影響など、海外景

気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、物価上昇、アメリ

カの政策動向、中東地域をめぐる情勢、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必

要がある。」とされています。 

こうした状況を踏まえ、本町の当初予算を編成するにあたり、歳入面において、町税

では、景気は、緩やかに回復していることから個人町民税及び法人町民税の増収を見込

み、固定資産税については、新築家屋の増加による増収を見込んでおります。また、地

方財政対策により地方交付税の増額を見込むほか、各種補助金や地方債の制度を十分調

査して積極的に活用し、財源の確保に努めております。 

大治町は、令和７年４月１日に町制施行５０周年を迎えます。この記念すべき節目の

年を、町全体で祝うとともに、記念式典などの記念事業を通し、より一層の発展と持続

可能な魅力あふれるまちづくりへとつなげてまいります。 

また、令和７年度は継続して進めてきた各種事業の完了年度となっており、各種施設

の開設を予定しております。 

具体的には、より一層子育てしやすい町とするため、子育て支援として、三本木こど

も園が開園となるほか、大治西小学校区に新たな児童クラブを設置します。 

また、令和８年２月にはスポーツセンターのプール跡地のリノベーション事業が完了

となり、子どもがのびのびと遊ぶことができる屋内運動施設を設置するなど、子どもや

保護者を中心に町民の交流の場となる施設のオープンを予定しています。 

その他歳出面においては、災害対策として、より一層災害に強いまちづくりを推進す

るため、消防団、自主防災組織等と連携し、防災体制と地域防災力の強化に努めます。 

また、災害時に避難所となる小中学校体育館等の環境改善のため、空調設備を設置し

ます。さらに、砂子防災公園については、令和８年度の完成を目指し引き続き整備工事

を進め、安心・安全なまちづくりを着実に進めてまいります。 

今後も限られた財源を重点的かつ効率的に配分し、「つなげよう、広げよう 心かよう

まち おおはる」の実現に向け、令和７年度当初予算の編成を行いました。 
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２．予算規模 

一般会計の予算総額は、前年度当初１１７億５００万円に対し、本年度当初１２４億

４００万円とし、前年度当初対比６．０％（６億９，９００万円）の増を計上しました。 

３．歳 入 

（１）町税

町税については、景気は、緩やかに回復していることから個人町民税及び法人町民

税の増収を見込み、固定資産税については、新築家屋の増加による増収を見込んでお

り、町税全体では、前年度当初４２億２，４４０万１千円に対し、本年度当初４３億

７，９８１万５千円とし、前年度当初対比３．７％（１億５，５４１万４千円）の増

を計上しました。 

（２）地方譲与税

地方譲与税については、前年度当初６，９００万４千円に対し、本年度当初７，２

０８万１千円とし、前年度当初対比４．５％（３０７万７千円）の増を計上しました。 

（３）利子割交付金

利子割交付金については、前年度当初１９０万円に対し、本年度当初３００万円と

し、前年度当初対比５７．９％（１１０万円）の増を計上しました。 

（４）配当割交付金

配当割交付金については、前年度当初３，４７０万円に対し、本年度当初４，０４

０万円とし、前年度当初対比１６．４％（５７０万円）の増を計上しました。 

（５）株式等譲渡所得割交付金

株式等譲渡所得割交付金については、前年度当初２，７６０万円に対し、本年度当

初３，５８０万円とし、前年度当初対比２９．７％（８２０万円）の増を計上しまし

た。 

（６）法人事業税交付金

法人事業税交付金については、前年度当初６，７００万円に対し、本年度当初６，

５５０万円とし、前年度当初対比２．２％（１５０万円）の減を計上しました。 
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（７）地方消費税交付金

地方消費税交付金については、一般財源分として３億５７０万円、社会保障財源分

として４億９，１５０万円を見込み、前年度当初６億８，８００万円に対し、本年度

当初７億９，７２０万円とし、前年度当初対比１５．９％（１億９２０万円）の増を

計上しました。 

（８）自動車取得税交付金

自動車取得税交付金については、前年度当初１００万円に対し、本年度当初１千円

とし、前年度当初対比９９．９％（９９万９千円）の減を計上しました。 

（９）環境性能割交付金

環境性能割交付金については、前年度当初２，５００万円に対し、本年度当初２，

３６０万円とし、前年度当初対比５．６％（１４０万円）の減を計上しました。 

（10）地方特例交付金

地方特例交付金については、住宅借入金等特別税額控除に伴う個人町民税の減収を

補てんする減収補てん特例交付金を４，９５０万円、新型コロナウイルス感染症対策

地方税減収補てん特別交付金を１７３万１千円見込み、前年度当初６，５００万円に

対し、本年度当初５，１２３万１千円とし、前年度当初対比２１．２％（１，３７６

万９千円）の減を計上しました。 

（11）地方交付税

地方交付税については、普通交付税を１２億７，５００万円、特別交付税を過去の

実績から４，６００万円見込み、前年度当初１２億６，３００万円に対し、本年度当

初１３億２，１００万円とし、前年度当初対比４．６％（５，８００万円）の増を計

上しました。 

（12）交通安全対策特別交付金

交通安全対策特別交付金については、前年度当初４１０万円に対し、本年度当初３

９０万円とし、前年度当初対比４．９％（２０万円）の減を計上しました。 

（13）分担金及び負担金

分担金及び負担金については、保育所運営費保護者負担金現年度分として４，４９

０万４千円を見込むなど、前年度当初５，０４７万円に対し、本年度当初４，６３４

万５千円とし、前年度当初対比８．２％（４１２万５千円）の減を計上しました。 
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（14）使用料及び手数料

使用料及び手数料については、道路占用料として１，３２１万８千円を見込むなど、

前年度当初８，５１６万２千円に対し、本年度当初８，８０４万６千円とし、前年度

当初対比３．４％（２８８万４千円）の増を計上しました。 

（15）国庫支出金

国庫支出金については、砂子防災公園整備に伴う財源として、社会資本整備総合交

付金１億５，０００万円を見込むなど、前年度当初２４億３，９２５万８千円に対し、

本年度当初２３億５，３６０万６千円とし、前年度当初対比３．５％（８，５６５万

２千円）の減を計上しました。 

（16）県支出金

県支出金については、施設型教育・保育給付費等負担金として２億２，８６６万２

千円を見込むなど、前年度当初１０億１，５０７万７千円に対し、本年度当初１１億

７，２９６万２千円とし、前年度当初対比１５．６％（１億５，７８８万５千円）の

増を計上しました。 

（17）財産収入

財産収入については、前年度当初１１９万８千円に対し、本年度当初５４１万４千

円とし、前年度当初対比３５１．９％（４２１万６千円）の増を計上しました。 

（18）寄附金

寄附金については、前年度当初と同額の２千円を計上しました。

（19）繰入金

繰入金については、財源調整のため、財政調整基金から１０億円を見込むなど、前

年度当初９億２，７９６万７千円に対し、本年度当初１０億５，９１０万７千円とし、

前年度当初対比１４．１％（１億３，１１４万円）の増を計上しました。 

（20）繰越金

繰越金については、前年度当初９，０７３万３千円に対し、本年度当初９，０５８

万１千円とし、前年度当初対比０．２％（１５万２千円）の減を計上しました。 

（21）諸収入

諸収入については、前年度当初１億５，１７２万８千円に対し、本年度当初１億９，

０５０万９千円とし、前年度当初対比２５．６％（３，８７８万１千円）の増を計上

しました。 
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（22）町債

町債については、砂子防災公園整備事業債として１億３，５００万円、小中学校体

育館等空調設備整備事業債として４億１，４５０万円を見込むなど、前年度当初４億

７，２７０万円に対し、本年度当初６億３９０万円とし、前年度当初対比２７．８％

（１億３，１２０万円）の増を計上しました。 
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４．歳 出 

（１）議会費

議会費については、前年度当初１億１６１万５千円に対し、本年度当初１億７８６

万１千円とし、前年度当初対比６．１％（６２４万６千円）の増を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

1款 議会費  1項 議会費  1目 議会費 

○議会運営費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・印刷製本費

（議会だより）

995千円 

（911千円） 

町民に親しまれる議会、開かれた議会への取り

組みのため、議会だよりの発行（4回）などの経

費を計上する。 

○議会ＩＣＴ化事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・議会ＩＣＴ化事業

内訳 

システム通信料

端末機器等借上料

1,789千円 

（1,789千円） 

846千円 

943千円 

議会運営の効率化に資するため、会議システム

を活用し、全議員にタブレット端末を貸与する

経費を計上する。 
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（２）総務費

総務費については、前年度当初１６億３，９７０万２千円に対し、本年度当初１６

億８，２７８万４千円とし、前年度当初対比２．６％（４，３０８万２千円）の増を

計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

2款 総務費  1項 総務管理費  2目 文書広報費 

○広報広聴費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・動画制作業務委託料
61千円 

町制施行 50周年の記念動画制作及び町の事業や

イベントを町内外へ PRするための動画制作に係

る経費を計上する。

【新規】 

・広報おおはる音訳作成

業務委託料

198千円 

コミュニティ FMであるエフエムななみの番組の

ひとつである「聴く自治体広報」内で広報を音

声で配信するために係る費用を計上する。

2款 総務費  1項 総務管理費  5目 財産管理費 

〇庁舎管理費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・宿直業務委託料
10,211千円 

役場庁舎の夜間警備の強化及び職員の負担を軽

減し、勤務環境の向上を図ることを目的に、令 

和 7年 10月から宿直業務を委託する。 

2款 総務費  1項 総務管理費  6目 企画政策費 

〇まちづくり推進事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・有料道路通行料等

【新規】 

・愛知万博２０周年記念

事業出展者謝礼

・バス借上料

68千円 

（36千円） 

150千円 

159千円 

愛知万博 20 周年記念事業に係る経費を計上す

る。 

〔出展日〕令和 7年 5月 17日（土）、18日（日） 

（ステージイベントは 18日（日））

〔内容〕大治太鼓によるステージイベントや町

の PR及び「つるし飾り」の展示・販売

ブース出展 

〔参加団体〕大治太鼓保存会、雅の会 
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〇町制施行５０周年記念事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・町制施行５０周年記念 

事業 

 

 内訳 

 時間外勤務手当          

 休日勤務手当 

 イベント出演団体等謝

礼 

 町制施行５０周年記念 

 表彰記念品 

 消耗品費 

 食糧費 

 郵送料 

 町民参画型まちの魅力

発信事業業務委託料 

 町制施行５０周年記念

式典業務委託料 

有料道路通行料等 

4,808千円 

（3,663千円） 

 

 

122千円 

486千円 

120千円 

 

189千円 

 

207千円 

60千円 

55千円 

3,127千円 

 

424千円 

 

18千円 

町制施行 50周年記念事業として実施する記念式

典及び町民参画型まちの魅力発信事業に係る経

費を計上する。 

 

［町制施行 50周年記念式典］   1,681千円 

  内訳 

  時間外勤務手当      122千円 

休日勤務手当       486千円 

イベント出演団体等謝礼  120千円 

町制施行 50周年記念表彰  189千円 

記念品 

消耗品費         207千円 

  食糧費           60千円 

  郵送料           55千円 

  業務委託料        424千円 

  有料道路通行料等      18千円 

 

［町民参画型まちの魅力発信事業］ 3,127千円 

  内訳 

  業務委託料       3,127千円 

2款 総務費  1項 総務管理費  7目 電子計算費 

○電子計算業務費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・電算システム通信料 
7,266千円 

（15,187千円） 

電算システム運用業務委託関係通信料や各施設

間ネットワーク等の通信料を計上する。 

【新規】 

現行の地域公共ネットワークに変え、新たに地

域 BWA を活用し、避難所の屋内外に Wi-Fi 環境

を利用するための通信料 235 千円及び、被災時

の回線断においても業務継続するためのモバイ

ルデータ通信料 847千円を計上する。 

【新規】 

・ガバメントクラウド運

用管理補助委託料 

23,760千円 

国が整備するクラウド環境であるガバメントク

ラウドを利用するにあたり、正常動作の監視や

障害発生時対応などに必要な運用管理を委託す

る。 

【新規】 

・避難所用Ｗｉ－Ｆｉ 

 導入業務委託料 

 

 

11,125千円 

現行の地域公共ネットワークに変え、新たに地

域 BWA を活用し、避難所の屋内外に Wi-Fi 環境

を導入することで、避難者がインターネットに

アクセスできる環境を整備する。 
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【新規】 

・災害対策用通信端末設

定業務委託料 

660千円 

現行の地域公共ネットワークに変え、新たに被

災時の回線断においても業務の継続を可能とす

るため、モバイルデータ通信で庁内ネットワー

クが利用可能となる職員用端末 20台分の設定業

務を委託する。 

・電算システム運用業務

クラウド利用料 

57,615千円 

（9,752千円） 

本町の基幹系システムやグループウエア等をデ

ータセンターで運用するための利用料を計上す

る。 

【新規】 

国が定める標準仕様に準拠したシステムをガバ

メントクラウドで運用するための利用料 42,689

千円を計上する。 

【新規】 

・地域ＢＷＡ基地局増設

補助金 

9,350千円 

町内南東部での地域 BWA の電波を受信可能とす

るため、八ツ屋防災コミュニティセンター屋上

に新たに BWA の無線局 1 基を整備する事業者に

対し、補助金を交付する。 

2款 総務費  1項 総務管理費  14目 交通安全対策費 

○交通安全対策事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・高齢者安全運転支援 

装置設置促進事業費 

補助金 

144千円 

（240千円） 

高齢者の安全運転支援を目的として、ペダル踏

み間違い急発進抑制装置の設置に要する経費の

一部を補助する。 

補助件数 6件 

補助率 補助対象費の 4/5以内 

上限額 16千円又は32千円（条件により異なる） 

・自転車乗車用ヘルメッ

ト着用促進事業費補助

金 

1,200千円 

（1,480千円） 

自転車乗車用ヘルメットの着用を促進し自転車

に係る交通事故による被害の軽減に資するた

め、ヘルメット購入費用の一部を補助する。 

補助件数 600件 

補助率 補助対象費の 1/2以内 

上限額 2千円 
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2款 総務費  1項 総務管理費  15目 諸費 

○防犯対策費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・防犯対策補助金 
1,545千円 

（1,570千円） 

地域及び高齢者の防犯対策を推進するため、セ

ンサーライト設置者、防犯カメラ設置者及び特

殊詐欺対策電話機器等設置者に対し補助を行

う。 

補助件数 内訳 

  センサーライト     400千円（50件） 

  防犯カメラ      1,020千円（ 6件） 

  特殊詐欺対策電話機器等 125千円（25件） 

補助率 補助対象費の 1/2以内 

上限額 内訳 

センサーライト上限額     8千円 

防犯カメラ上限額      170千円 

特殊詐欺対策電話機器等上限額 5千円 

2款 総務費  3項 戸籍住民登録費  1目 戸籍住民登録費 

○戸籍住民登録事務費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

 

・郵送料 

 

 

・戸籍システム改修業務

委託料 

 

 

【新規】 

・戸籍振り仮名通知書 

 印刷業務委託料 

1,375千円 

（134千円） 

 

1,078千円 

（2,393千円） 

 

 

 

4,950千円 

戸籍法等の改正に伴い、氏名の振り仮名に法律

上の根拠を持たせ、本人確認情報としての利用

や、行政のデジタル化基盤整備の促進などを目

的として、戸籍に氏名の振り仮名の記載を行う

ため、大治町が本籍地である方に対し、住民記

録システムの情報を基に振り仮名を通知し、相

違がある場合にのみ届出をしてもらう。法施行

日から 1 年以内に届出が無い場合に通知した振

り仮名を一括で戸籍システムに登録するための

システム改修を行う。 

法施行日は令和 7年 5月 26日。 

郵送料は、新規で振り仮名通知分（1,308千円）

を含む。 

・戸籍総合システム 

 運用業務委託料 

17,358千円 

 （28,446千円） 

戸籍総合システムについて、国が定める標準仕

様に準拠したシステムの構築・運用に係る経費

を令和 6年度に引き続き計上する。 

2款 総務費  4項 選挙費  3目 参議院議員選挙費 

○参議院議員選挙費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・参議院議員選挙費 
15,600千円 

令和 7年 7月 28日任期満了の参議院議員選挙に

係る経費を計上する。 
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2款 総務費  4項 選挙費  4目 大治町長選挙費 

○大治町長選挙費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・大治町長選挙費
16,329千円 

令和 7 年 8 月 3 日任期満了の大治町長選挙に係

る経費を計上する。 
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（３）民生費 

   民生費については、前年度当初５５億６，８３８万９千円に対し、本年度当初５９

億６２４万６千円とし、前年度当初対比６．１％（３億３，７８５万７千円）の増を

計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

3款 民生費  1項 社会福祉費  1目 社会福祉総務費 

○福祉巡回バス事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・福祉巡回バス運転管理

業務委託料 

8,100千円 

(6,776千円) 

総合福祉センターを起点とし、町が指定したル

ートを巡回する福祉巡回バスの運転業務を委託

する。 

○社会福祉協議会運営補助事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・大治町社会福祉協議会 

 運営補助金 

91,563千円 

(36,317千円) 

社会福祉事業の健全な発展及び社会福祉に関す

る活動の活発化により、地域福祉の推進を図る

ため、運営補助金を計上する。 

これまで社会福祉協議会への委託事業に係る人

件費は、事業に従事する職員の給与を全額委託

料として計上していたが、職員が複数の事業を

兼務していることから、各委託事業の人件費を

国庫補助事業は国庫補助基準額、それ以外の委

託事業は主事級の給与を参考に見直した。 

これにより、委託事業分以外の人件費は補助事

業分として、運営補助金で計上するため増額と

なる。 

○成年後見制度利用支援事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・成年後見支援センター

運営業務委託料 

4,000千円 

(13,397千円) 

 

判断能力が十分でない認知症・知的障がい者の

方々が、地域で安心して暮らし続けることがで

きるよう成年後見制度の周知や相談体制の充実

を図るため、運営業務を委託する。 

人件費について、国庫補助基準額を参考に見直

したことにより減額となる。 
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○避難行動要支援事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・避難行動要支援事業費

内訳 

個別避難計画作成支援 

謝礼 

郵送料 

276千円 

（294千円） 

 150千円 

（230千円） 

126千円 

（64千円） 

避難行動要支援者の個別避難計画作成を支援し

た個人又は団体に対し、謝礼を支給するための

経費を計上する。 

謝礼：計画１件につき 3,000円 

3款 民生費  1項 社会福祉費  3目 障害者福祉費 

〇障害者扶助費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・心身障害者扶助料
56,088千円 

（54,732千円） 

在宅の手帳保持者（身体障害者手帳、療育手帳

及び精神障害者保健福祉手帳）に対し、等級に

応じ手当を支給する。 

○障害者自立支援給付費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・障害福祉サービス費
717,264千円 

（654,671千円） 

障がい者の自立した生活及び社会参加の促進を

図るため、各種障害福祉サービスの利用料等を

給付する。 

主なサービス 

・就労継続支援（A型・B型） 259,680千円

・グループホーム 156,000千円 

・生活介護 125,568千円 

・居宅介護・重度訪問介護  94,920千円 

○相談支援事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・相談支援事業委託料
16,299千円 

（33,410千円） 

障がい者及び障がい児からの障がい福祉に関す

る様々な問題について、情報の提供や福祉サー

ビスの利用支援など必要な支援を行うための経

費を計上する。 

人件費について、主事級の給与を参考に見直し

たことにより減額となる。 

3款 民生費  1項 社会福祉費  4目 老人福祉費 

○高齢者在宅支援サービス事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・消耗品費
373千円 

（10千円） 

救急時等に救命作業が迅速に行われるよう、救

急医療情報キットを追加購入する。 
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○シルバー人材センター運営補助事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・大治町シルバー人材 

 センター運営補助金 

33,336千円 

（31,518千円） 

高齢者の生きがい対策の一環として、高齢者に

働く機会を提供し、その能力活用を図るため、

運営補助金を計上する。 

○電子連絡帳システム運用事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

 

・電子連絡帳システム 

運用事業 

 

内訳 

電子連絡帳接続端末

通信料 

電子連絡帳システム

使用料 

パソコン機器等 

借上料 

 

1,844千円 

（1,514千円） 

 

 

118千円 

 

1,650千円 

 

76千円 

 

在宅で療養・介護サービスを受けながら生活し

ている方に対し、主治医・看護師・ケアマネー

ジャー・ヘルパーなどが連携を図り支援してい

くため、情報を共有する方法として ICT（情報通

信技術）を活用したシステム（電子連絡帳）を

運用するための経費を計上する。 

○介護保険特別会計繰出金 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・介護保険特別会計（保

険事業勘定）へ繰出し 

296,104千円 

（291,314千円） 

介護保険事業の財源として、一般会計から介護

保険特別会計（保険事業勘定）へ繰り出す。 

○高齢者保護措置事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・高齢者保護措置事業 

 

内訳 

老人ホーム入所判定 

委員会委員謝礼 

 高齢者保護措置費 

生活補給金 

5,346千円 

（6,039千円） 

 

39千円 

   

5,217千円 

90千円 

高齢者の個人としての尊厳を保ち、福祉の向上

を図るため、老人福祉法に基づく措置の実施に

係る経費を計上する。 

 

 

 

 

 

 

15



○健康フェスタ事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・健康フェスタ事業 

 

 内訳 

 消耗品費 

 健康フェスタ事業 

委託料 

276千円 

（285千円） 

 

76千円 

200千円 

     

町民の健康保持・増進及び介護予防を推進する

ため、令和 7 年 11 月 15 日に「健康フェスタ」

を開催する。 

 

消耗品費 

パネル展示等、啓発ブースに必要な経費を計

上する。 

健康フェスタ事業委託 

健康に関する講演などを行うために必要な経

費を計上する。 

○老人福祉計画及び介護保険事業計画策定事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・老人福祉計画及び介護

保険事業計画策定事業 

 

内訳 

老人福祉計画及び介

護保険事業計画策定

委員謝礼 

郵送料 

老人福祉計画及び介

護保険事業計画策定

業務委託料 

2,868千円 

 

 

 

91千円 

 

 

181千円 

2,596千円 

 

高齢者の健康福祉の増進や介護保険事業の円滑

な実施を図るため、令和 7 年度から 2 か年の継

続事業として、第 10期大治町老人福祉計画及び

介護保険事業計画（令和 9年度～令和 11年度）

を策定するための経費を計上する。 

 

継続費 7,405千円 

 内訳 

令和 7年度 2,868千円 

令和 8年度 4,537千円 

3款 民生費  1項 社会福祉費  5目 福祉医療費 

  〇福祉医療費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・子ども医療費 
242,340千円 

（227,280千円） 

健康保持・増進を図るため、18 歳以下の子ども

の方々を対象に、医療費の自己負担分を支給す

る。 

・障害者医療費 
66,600千円 

 （64,800千円） 

健康保持・増進を図るため、1級から 3級までの

身体障害者手帳所持者等の方々を対象に、医療

費の自己負担分を支給する。 

・母子・父子家庭医療費 
29,280千円 

 （28,728千円） 

健康保持・増進を図るため、18 歳以下の子ども

を扶養している母子・父子家庭の方々を対象に、

医療費の自己負担分を支給する。 

・精神障害者医療費 
28,248千円 

 （26,088千円）     

健康保持・増進を図るため、1級から 3級までの

精神障害者保健福祉手帳所持者等の方々を対象

に、医療費の自己負担分（3級は一部）を支給す

る。 
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・後期高齢者福祉医療費 

 給付金 

69,210千円 

 （60,988千円） 

健康保持・増進を図るため、後期高齢者医療制

度の被保険者のうち、障害者医療、精神障害者

医療及び母子・父子家庭医療対象者等の方々の

医療費の自己負担分を支給する。 

3款 民生費  1項 社会福祉費  6目 多世代交流センター費 

○多世代交流センター事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・多世代交流事業委託料 
627千円 

 （688千円） 

子どもから高齢者まで世代を超えた交流の機会

を提供するため、「マジック教室」、筋肉を動

かすことで脳や心のストレスを発散する「脳ト

レ・フィジカルトレ教室」の事業を開催する経

費を計上する。 

3款 民生費  1項 社会福祉費  7目 総合福祉センター費 

○総合福祉センター管理運営費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・指定管理料 
69,273千円 

（80,304千円） 

公の施設の管理に民間の能力を活用しつつ住民

サービスの向上を図るため、総合福祉センター

の運営及び管理を指定管理者に委託する。 

人件費について、主事級の給与を参考に見直し

たことにより減額となる。 

3款 民生費  1項 社会福祉費  8目 国民健康保険費 

  〇国民健康保険特別会計繰出金 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・国民健康保険特別会計 

 へ繰出し 

289,640千円 

（200,448千円） 

国民健康保険事業の円滑な運営及び被保険者の

国民健康保険税の急激な上昇を抑制するため、

一般会計から国民健康保険特別会計へ繰り出

す。 

3款 民生費  1項 社会福祉費  9目 認定審査会費 

  〇障害認定審査会費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・障害認定審査会事務費 
2,168千円 

（2,364千円） 

毎月 1回（年間 12回）開催する審査会の委員報

酬（5名分）を始め、認定調査委託料など認定審

査に係る経費を計上する。 
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3款 民生費  1項 社会福祉費  10目 後期高齢者医療費 

○後期高齢者健康診査事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・健康診査事業委託料 
23,510千円 

（23,595千円） 

疾病の早期発見、健康維持のため、指定医療機

関で個別に受診する場合の健康診査業務を委託

する。 

・健診未受診者対策事業 

委託料 

3,571千円 

（3,419千円） 

 

後期高齢者の健診受診率の向上を図ることを目

的に、未受診者を対象に過去 3 年間の健診受診

履歴データを AIで分析・選定し、各該当者にあ

った受診勧奨通知書の作成及び送付業務を委託

する。 

・健康診査助成金 
600千円 

（600千円） 

疾病の早期発見及び早期治療することを目的

に、被保険者を対象とする人間ドック及び脳ド

ックに対する助成金を計上する。 

○高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・高齢者の保健事業と 

介護予防の一体的実施 

事業 

 

内訳 

保健師報酬 

講師謝礼 

旅費 

消耗品費 

郵送料 

委託料 

 

5,131千円 

（3,555千円） 

 

 

159千円 

58千円 

28千円 

38千円 

8千円 

4,840千円 

高齢者の保健事業や介護予防事業においてきめ

細かなサービスを提供できるよう、後期高齢者

の健診結果等のデータに基づき保健師が分析・

計画を策定し、個別的支援（ハイリスクアプロ

ーチ）として健康状態不明者や低栄養者に対し、

訪問指導・電話指導を行う。また、通いの場へ

の積極的なアプローチ（ポピュレーションアプ

ローチ）として管理栄養士による講話や栄養相

談を行うなど事業運営のための経費を計上す

る。 

○後期高齢者医療特別会計繰出金 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・後期高齢者医療特別 

会計へ繰出し 

435,321千円 

（399,292千円） 

後期高齢者医療制度の財源として、一般会計か

ら後期高齢者医療特別会計へ繰り出す。 

3款 民生費  2項 児童福祉費  1目 児童福祉総務費 

○児童福祉事務費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・子育て世帯訪問支援 

事業委託料 

758千円 

（798千円） 

要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定

妊婦を対象（支援を要するヤングケアラー含む）

にその家庭を訪問し、子育てに関する情報の提

供、家事・養育に関する援助等を行う。 
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・子育て短期支援事業 

委託料 

164千円 

（152千円） 

保護者の疾病等の理由により家庭での養育が一

時的に困難となった児童や親子で支援が必要な

際に、児童福祉施設において一時的に養育する。 

・あま市・大治町広域  

ファミリー・サポー

ト・センター事業負担

金 

1,390千円 

（1,380千円） 

児童の預かり等の援助を受けることを希望する

方と当該援助を行うことを希望する方を会員と

し、会員相互の援助活動を推進するため、ファ

ミリー・サポート・センター事業をあま市と合

同実施する。 

〇子育て支援講座事業費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・講師謝礼 
100千円 

（100千円） 

子育て支援講座（全 5 回開催）の各講師に支払

う謝礼を計上する。 

・託児委託料 
184千円 

（184千円） 
子育て支援講座の開催に伴い、託児を委託する。 

・ペアレントトレーニン

グ委託料 

100千円 

（165千円） 

子どもとのかかわり方や子育てに悩みや不安を

抱えている保護者が講義を通じて子どもとのか

かわり方の知識や方法を身につけるため、保護

者同士が相互に悩みや不安を相談・共有し、情

報の交換ができる場であるペアレントトレーニ

ングの実施を委託する。 

〇子どもの居場所づくり事業費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・子どもの居場所づくり

事業委託料 

8,931千円 

（6,067千円） 

保護者が就労等により昼間家庭にいない児童

で、放課後児童クラブを利用していない児童を

公共施設（公民館）で受入れ見守りを行う子ど

もの居場所づくり事業（ランドセル来館事業）

の運営を委託する。 

 

〇妊婦のための支援給付事業費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・妊婦のための支援給付  

 金 

30,000千円 

妊娠期から切れ目のない支援を行うため、妊婦

であることの認定後に 5 万円、妊娠している子

どもの人数の届出を受けた後に妊娠している子

どもの人数×5万円を支給する。 

※旧事業は出産・子育て応援金 
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3款 民生費  2項 児童福祉費  2目 児童措置費 

○保育所運営費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・施設型教育・保育給付

費等委託料 

1,175,566千円 

（874,822千円） 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者

に対し、施設型給付費、地域型保育給付費及び

委託費を支給する。 

【新規】 

・三本木こども園分 98,789千円 

・大治いずみ幼稚園・ずいよう幼稚園 

施設型給付費への変更分 167,863千円 

・令和 7年 10月から 

 第二子保育料無料化事業（所得制限あり） 

・病児・病後児保育事業

委託料 

10,614千円 

（10,614千円） 

保護者の子育てと就労の両立を支援するため、

家庭で保育できない病気又は病気回復期にある

児童を一時的に保育する病児・病後児保育事業

の運営を委託する。 

・民間保育所運営費 

補助金 

39,560千円 

（431,045千円） 

民間保育所等の健全な運営及び施設整備の促進

を図るため、運営費を助成する。 

【新規】 

・三本木こども園分 6,785千円 

・大治東保育園の老朽化に伴う大規模修繕工事

を実施するため、施設整備費として 7,965 千

円（内 国庫補助金 5,310千円）を助成する。 

・特別保育事業費等 

補助金 

85,091千円 

（62,798千円） 

障害児保育、延長保育、一時預かり等の特別保

育事業を円滑に実施するため、民間保育所等に

対し事業費を助成する。 

【新規】 

三本木こども園分 15,844千円 

・医療的ケア児保育支援

事業費補助金 

11,637千円 

（11,910千円） 

人工呼吸器を装着している児童その他日常生活

を営むために医療的行為を要する状態にある児

童が保育所等の利用を希望する場合に受入れが

可能となるよう保育所等の体制を整備する費用

を助成する。 

【新規】 

・保育環境改善等事業費

補助金 

246千円 

感染症対策事業として、使用済みおむつの保管

用ごみ箱等を購入するために必要な経費を補助

する。 

○児童手当費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・児童手当 
906,150千円 

（717,055千円） 

次世代の社会を担う子どもの健やかな育ちを支

援するため、高校修了前の子どもを養育する保

護者等に児童手当を支給する。 
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○幼児教育等運営費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・施設等利用給付費 

（私立幼稚園） 

・施設等利用給付費 

（子育て支援施設等） 

・補足給付費 

 

18,504千円 

（95,604千円） 

9,061千円 

（7,621千円) 

288千円 

（1,410千円） 

幼児教育・保育無償化により、新制度未移行の

私立幼稚園や認可外保育施設等の子育て支援施

設等の利用者に対し、施設等利用給付費を支給

する。 

また、新制度未移行の私立幼稚園利用の低所得

等の保護者に対し、副食費分を補足給付費とし

て支給する。 

3款 民生費  2項 児童福祉費  3目 児童福祉施設費 

  〇子育て支援施設運営費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・地域子育て支援拠点 

 事業委託料 

33,848千円 

（27,241千円） 

子育てを地域全体で支援する地域力の創出に寄

与するため、子育て支援センターの運営や子ど

も子育て支援拠点施設「はるっ子ハウス」の運

営に加え、療育を必要とする親子が通う親子通

園療育事業を委託する。 

また、保護者の身近な場所で教育・保育施設や

地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよ

う支援するため、子育て支援員（利用者支援事

業基本型）を配置する。 

3款 民生費  2項 児童福祉費  4目 児童クラブ費 

  〇児童クラブ管理運営費 

項   目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・修繕料 

・指定管理料 

 

・児童クラブ運営委託料 

・児童クラブ備品購入費 

164千円 

52,304千円 

（42,682千円） 

9,205千円 

2,445千円 

放課後児童の健全な育成を図るため、放課後児

童クラブの運営及び管理を指定管理者に委託す

る。 

【新規】 

令和 7 年度は、第 2 西部児童クラブを新設する

ため、運営委託料、修繕料、備品購入費を計上

する。 
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（４）衛生費 

   衛生費については、前年度当初９億１，７４３万３千円に対し、本年度当初９億３，

８６２万円とし、前年度当初対比２．３％（２，１１８万７千円）の増を計上しまし

た。 

   主な事業は、次のとおりです。 

4款 衛生費  1項 保健衛生費  3目 環境衛生費 

○環境保全事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・住宅用地球温暖化対策 

設備導入促進費補助金 

1,950千円 

 （1,950千円） 

地球温暖化防止施策として、省エネルギー設備

の普及促進を図るため、住宅用地球温暖化対策

設備の設置費の位置部を補助する。 

内訳 

組合せによる補助 定額 60千円 

住宅用太陽光発電施設 

家庭用エネルギー管理システム（HEMS） 

  定置用リチウムイオン蓄電システム 

単独補助 定額 30千円 

  家庭用燃料電池コージェネレーションシス

テム 

  定置用リチウムイオン蓄電システム 

4款 衛生費  1項 保健衛生費  4目 保健センター費 

○母子保健事業費 

項  目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・妊産婦・乳児健康診査

等委託料 

33,709千円 

（32,296千円） 

 

妊産婦・乳児の健康管理のための健康診査に係

る経費を計上する。 

【新規】 

支援を必要とする産婦を早期発見・早期フォロ

ーすることを目的に、医療機関で産婦健康診査

を自己負担なしで受診できる回数を1回分から2

回分に拡充する。 

【新規】 

・初回産科受診料助成金 
150千円 

低所得世帯に属する妊婦の経済的負担軽減を図

り、必要な支援につなげることを目的に、妊娠

判定検査で医療機関を受診する費用の一部助成

に係る経費を計上する。 

○成人・老人保健事業費 

項  目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・がん検診・肝炎検査等

委託料 

38,417千円 

（38,008千円） 

がん等の病気を早期発見・早期治療することを

目的に、がん検診・肝炎検査等に係る経費を計

上する。（乳がん・子宮頸がん・肝炎検査の節

目年齢無料検診を含む。） 
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○感染症対策事業費 

項  目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・各種予防接種委託料 

 

 

126,670千円 

（100,774千円） 

 

感染の恐れのある疾病の発生及びまん延を予防

するため、乳幼児期に接種する BCG や日本脳炎

ワクチンの他、高齢者が接種する肺炎球菌ワク

チン等各種定期予防接種に係る経費を計上す

る。（町指定医療機関以外で接種ができる愛知

県広域予防接種に係る経費を含む。） 

【新規】 

ヒトパピローマウイルス感染症ワクチンのキャ

ッチアップ接種延長及び帯状疱疹ワクチンの定

期予防接種化に係る経費を計上する。 

 

帯状疱疹ワクチン定期予防接種対象者 

・６５歳の方 

・６０歳以上６５歳未満の方であって、ヒト免

疫不全ウイルスによる免疫の機能に障害のあ

る方 

・経過措置として、令和７年度から令和１１年

度の５年間に限り、７０歳、７５歳、８０歳、

８５歳、９０歳、９５歳または１００歳の方。

なお、令和７年度に限り、１００歳以上の方

全員。 

4款 衛生費  2項 清掃費  1目 塵芥処理費 

○塵芥処理事業費 

項  目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・消耗品費 
35,470千円 

（35,151千円） 

ごみ分別の徹底及び収集の円滑化を図るため、

可燃ごみ（大・小）、プラスチックごみ（大・

小）及び不燃ごみ（大・小）のごみ袋 6 種類を

購入する経費等を計上する。 

・ごみ収集業務委託料 
174,900千円 

（174,900千円） 

一般家庭から排出されるごみについて、所定の

収集日に収集し、処理場まで運搬する業務につ

いて委託する。 

・海部地区環境事務組合 

 負担金 

210,537千円 

（213,215千円） 

生活環境の保全を図るため、海部地区環境事務

組合において、可燃ごみ、プラスチックごみ、

不燃ごみ等を処理する経費を負担する。 

4款 衛生費  2項 清掃費  2目 し尿処理費 

○し尿浄化槽処理事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・海部地区環境事務組合 

負担金 

57,909千円 

（56,851千円） 

生活環境の保全を図るため、海部地区環境事務

組合において、し尿及び浄化槽汚泥の処理に要

する経費を負担する。 
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（５）農林水産業費 

   農林水産業費については、前年度当初６，４４２万２千円に対し、本年度当初７，

４６１万３千円とし、前年度当初対比１５．８％（１，０１９万１千円）の増を計上

しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

5款 農林水産業費  1項 農業費  4目 農地費 

○土地改良事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・緊急農地防災事業 

負担金 

14,770千円 

（16,147千円） 

県営緊急農地防災事業で円楽寺排水機場の施設

更新を行うための事業費に要する負担金を計上

する。 

○農業用施設管理費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・農業用施設維持修繕 

工事 

6,362千円 

（2,200千円） 

農業経営の安定化を図るため、農業用施設の維

持修繕を行う。 
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（６）商工費 

   商工費については、前年度当初６，１０３万円に対し、本年度当初６，０９９万１

千円とし、前年度当初対比０．１％（３万９千円）の減を計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

6款 商工費  1項 商工費  2目 商工振興費 

○商工対策費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・商工会補助金 
11,985千円 

（10,477千円） 

商工会祭りなど商工会が行う商工業の振興等を

図るために要する事業費に対しての補助金を計

上する。 

・小規模事業指導費 

補助金 

14,664千円 

（14,664千円） 

商工会が行う小規模事業者の振興と経営安定に

要する事業費に対しての補助金を計上する。 

○金融対策費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・小規模企業等振興資金 

 信用保証料補助金 

960千円 

（1,014千円） 

小規模企業等振興資金融資制度により融資を受

けた者が支払う信用保証料に対しての補助金を

計上する。 

・小規模企業等振興資金 

 協調金 

25,000千円 

（25,000千円） 

小規模企業等振興資金融資制度の運用資金とし

て県と協調し、取扱金融機関に預託する。 

6款 商工費  1項 商工費  3目 消費者行政推進費 

○消費者行政推進費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・海部地域消費生活セン 

 ター負担金 

1,432千円 

（1,327千円） 

海部地域の消費生活相談事務を津島市が一括し

て行うための事業費に対する負担金を計上す

る。 
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（７）土木費 

   土木費については、前年度当初９億５，９９７万４千円に対し、本年度当初１１億

５７万１千円とし、前年度当初対比１４．６％（１億４，０５９万７千円）の増を計

上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

7款 土木費  2項 道路橋りょう費  1目 道路維持費 

○道路維持管理費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・道路維持修繕工事 
31,900千円 

（29,500千円） 

道路施設の機能を確保するため、既設側溝及び

舗装の維持修繕を行う。 

側溝修繕 延長 320ｍ  

舗装修繕 面積 610㎡ 

・側溝暗渠清掃 
8,500千円 

（18,200千円） 

排水施設の機能を確保するため、側溝暗渠の清

掃を行う。 

延長 1,700ｍ 

・側溝新設工事 
20,000千円 

（18,000千円） 

路面排水機能の向上を図るため、新たな側溝の

整備を行う。 

延長 285ｍ 

  ○道路ストック修繕事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・舗装修繕工事 
50,000千円 

（50,000千円） 

安全で円滑な交通を確保するため、点検の結果

を基に、舗装の修繕を行う。 

面積 1,900㎡ 

中島・八ツ屋線、坂牧島・西屋敷線 計 2路線 

7款 土木費  2項 道路橋りょう費  2目 橋りょう維持費 

○橋りょう長寿命化事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・橋りょう修繕工事 19,600千円 

橋りょうの老朽化対策として、点検の結果を基

に、橋りょうの長寿命化を図る。 

【新規】 

令和 7 年度は、橋りょう 6 橋の工事に要する費

用を計上する。 

長牧地内長牧 3 号橋、西條地内大門先橋、砂子

地内砂子橋、砂子地内尾崎橋、西條地内附田橋、

西條地内西條 1号橋  計 6橋 
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7款 土木費  3項 交通安全対策費  1目 交通安全対策費 

〇交通安全施設維持管理費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・交通安全施設維持修繕

工事

3,750千円 

（7,500千円） 

道路交通の安全を確保するため、区画線等の交

通安全施設の維持修繕を行う。 

区画線修繕 延長 1,500ｍ 

・街路灯設置工事
2,200千円 

(2,200千円) 

道路交通のさらなる安全を確保するため、街路

灯の設置を行う。 

15灯 

・道路反射鏡設置工事
3,300千円 

(3,800千円) 

道路交通のさらなる安全を確保するため、道路

反射鏡の設置を行う。 

10基 

○通学路整備事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・通学路整備工事
30,000千円 

通学路変更に伴い、児童の安全確保を図るため、

歩道の整備を行う。 

延長 150ｍ 

7款 土木費  4項 河川費  1目 河川維持費 

○河川維持管理費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・河川浚渫
8,500千円 

（10,000千円） 

河川及び用排水路の流水断面の確保とともに、

生活環境の改善を図るため、浚渫を行う。 

堆積土量 118㎥ 

・河川安全対策工事
14,000千円 

（9,800千円） 

河川及び用排水路の安全性を確保するため、防

護柵の設置や維持修繕及び用排水路の修繕を行

う。 

フェンス設置・修繕 延長 150ｍ

用排水路修繕 延長 53ｍ

○土地改良施設維持管理適正化事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・土地改良施設維持管理

適正化事業

内訳 

用排水路整備補修 

工事設計業務委託料 

用排水路整備補修 

工事 

19,600千円 

（13,700千円） 

1,600千円 

（800千円） 

18,000千円 

（12,900千円） 

土地改良施設維持管理適正化事業として、用排

水路の流水機能の向上を図るため、計画的に用

排水路の改修を行う。令和 7 年度は、長牧前田

地区幹線用排水路の改修を行う。 

延長 227ｍ 
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7款 土木費  4項 河川費  2目 排水機施設費 

○排水機施設維持管理費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・排水機施設維持修繕 

 工事 

27,300千円 

（6,000千円） 

経年劣化による機能低下を回復するため、円楽

寺排水機場及び西條排水機場の真空ポンプ修

繕、円楽寺第 2 排水機場冷却水ポンプ修繕、八

ツ屋第 2 排水機場スクリーン更新工事を行う。

また、排水施設設備の突発的な故障等に対応で

きるように修繕工事を行う。 

○土地改良施設維持管理適正化事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・土地改良施設維持管理 

 適正化事業 

 

 内訳 

 円楽寺第２排水機場口

径９００ｍｍポンプオ

ーバーホール設計業務

委託料 

 円楽寺第２排水機場口

径９００ｍｍポンプオ

ーバーホール 

 三本木排水機場配電盤 

改修工事設計業務委

託料 

 三本木排水機場配電盤 

改修工事 

82,860千円 

（16,900千円） 

 

 

3,400千円 

 

 

 

69,000千円 

 

 

660千円 

 

 

9,800千円 

 

土地改良施設維持管理適正化事業として、経年

劣化による排水機能を回復するため、円楽寺第 2

排水機場口径 900mm ポンプオーバーホール及び

三本木排水機場口径 700 ㎜ポンプの自動化に伴

う配電盤等改修工事を行う。 

7款 土木費  5項 環境対策費  1目 環境対策費 

○環境対策工事費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・公共施設環境対策工事 
30,500千円 

（29,200千円） 

道路及び水路等の公共施設の良好な環境の保持

と適正な管理を図るため、草刈工事等を行う。 

面積 70,500㎡ 
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7款 土木費  6項 都市計画費  1目 都市計画総務費 

○都市計画総務事務費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・民間木造住宅耐震化

事業

内訳 

民間木造住宅耐震診

断業務委託料 

民間木造住宅耐震改修

費補助金 

耐震シェルター整備

費補助金 

民間木造住宅除却費

補助金 

4,172千円 

（3,672千円） 

472千円 

（472千円） 

2,400千円 

（2,000千円） 

300千円 

（200千円） 

1,000千円 

（1,000千円） 

大規模地震発生時における民間木造住宅の倒壊

等による災害を防止するため、昭和 56年 5月 31

日以前の住宅に対する無料耐震診断や耐震性の

ない住宅に対して、耐震改修費、耐震シェルタ

ー整備費及び除却費の補助を行う。 

耐震診断 10棟 

耐震改修費補助 2棟 

耐震シェルター整備費補助 1棟 

除却費補助 5棟 

7款 土木費  6項 都市計画費  2目 土地区画整理費 

○砂子土地区画整理事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・砂子地区事業支援業務

委託料

15,521千円 

当地区の有効な利活用と町の活性化に資する土

地区画整理を見据えた市街地形成の事業化を促

進する。 

【新規】 

令和 7 年度は、地元に対して、土地区画整理の

事業化に向けた支援を行う。 

地元準備委員会運営補助 

土地権利調査 

地権者意向調査 

分析・評価 

仮同意取りまとめ 

発起人会運営支援 

7款 土木費  6項 都市計画費  4目公共下水道費 

○下水道整備事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・下水道事業会計へ

繰出し

255,000千円 

（215,000千円） 

下水道事業の支出に対する収入不足分を一般会

計から下水道事業会計へ繰り出す。 
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7款 土木費  6項 都市計画費  5目 公園費 

○砂子防災公園整備事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・砂子防災公園新設工事
300,000千円 

（250,000千円） 

地域住民の生命を守ることを目的とした災害時

における一時避難地として、砂子防災公園を整

備する。 

整備工事 面積 1.2ha 

令和 6年度 （250,000千円） 

令和 7年度 （300,000千円） 

令和 8年度 （250,000千円） 
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（８）消防費

消防費については、前年度当初４億７，０５４万２千円に対し、本年度当初４億９，

５２５万５千円とし、前年度当初対比５．３％（２，４７１万３千円）の増を計上し

ました。 

主な事業は、次のとおりです。 

8款 消防費  1項 消防費  2目 消防施設費 

○消防施設費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・街頭消火器等購入費
1,961千円 

（1,456千円） 

5年計画（令和 5年度～令和 9年度）で街頭消火

器を町が設置し、適正な維持管理を行うことに

より、地域における防火の推進を図る。 

購入予定数 

新規設置分 43本 

更新分 23本 

消火器ボックス 43個 

8款 消防費  1項 消防費  3目 水防費 

○水防事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・訓練報酬
308千円 

（88千円） 

町消防団は、水害時の災害対応を行う水防団を

兼ねており、水防活動に係る訓練を実施した際

に支払う報酬を計上する。 

【新規】 

水害発生が懸念される場合に、水防活動を速や

かに実施できるよう、土のう作成に関する知識

等の習得を目的として、より多くの団員が参加

できるよう訓練を行う。 

また、作成した土のうについては、役場や地区

の集会所等に置き、災害時に必要とされる方が

活用できるようにする。 

8款 消防費  1項 消防費  4目 災害対策費 

○備蓄事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・消耗品費

（備蓄品）

5,165千円 

(7,103千円) 

避難生活に必要なアルファ化米、飲料水、粉ミ

ルク、トイレセット等の備蓄品を購入する。
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○自主防災事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・自主防災組織補助金 
1,208千円 

(1,210千円) 

自主防災組織の設立及び活動を推進するための

経費を補助する。 

○総合防災訓練事業費 

項 目 
当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・総合防災訓練会場整備

委託料 

1,829千円 

(1,837千円) 

実際の災害現場を想定した体験型イベントを実

施することにより、災害現場での命を守る行動

を学び、町民の防災意識の高揚を図るため、イ

ベント会場整備委託費を計上する。 

○防災行政無線運営費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・愛知県次世代高度情報

通信ネットワーク市町

村等設備整備工事負担

金 

10,534千円 

 

災害時に県、市町村、防災関係機関等を高速・

大容量で繋ぐ防災無線として、また平常時には

県及び市町村の行政通信システムとして活用す

るために整備したネットワーク設備について、

設備の老朽化や増大するデータ通信量への対

応、新たな衛星通信規格への移行等を目的に更

新を行う。 

運用開始 平成 14年 12月 

※工事費の 10分の 7を町が負担し、10分の 3は

県が負担する。 
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（９）教育費

教育費については、前年度当初１３億２，１３３万円に対し、本年度当初１４億１，

３８３万１千円とし、前年度当初対比７．０％（９，２５０万１千円）の増を計上し

ました。 

本年度の各学校児童・生徒数、学級数の見込み及び主な事業は、次のとおりです。 

区分 

大治小学校 大治南小学校 大治西小学校 大治中学校 

児童数 

  人 

学級数 

学級 

児童数

人 

学級数

学級 

児童数

人 

学級数

学級 

生徒数 

  人 

学級数

学級 

1年 146（11） 4 75（10） 2 91（5） 3 332（10） 10 

2年 132（12） 4 88（7） 3 112（6） 4 346（10） 9 

3年 155（5） 5 88（5） 3 110（3） 4 337（7） 9 

4年 157（11） 5 107（5） 3 114（5） 4 

5年 142（7） 4 101（3） 3 102（3） 3 

6年 149（4） 5 103（5） 3 96（4） 3 

特別支援学級 （50） 10 （35） 7 （26） 5 （27） 4 

計 881（50） 37 562（35） 24 625（26） 26 1015（27） 32 

    ( )内は、特別支援学級の児童・生徒内数 

9款 教育費  1項 教育総務費  2目 事務局費 

○学校教育総務事務費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・アレルギー対応検討委

員謝礼 

13千円 

学校給食におけるアレルギー対応について各校

で対応を検討していたが、町全体で対応方針を

検討するための委員会を新たに設置し、その出

席委員に対する謝礼を計上する。 

○町制施行５０周年記念事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・町制施行５０周年記念

事業費 

内訳 

消耗品費 

郵送料 

66千円 

62千円 

 4千円 

町制施行 50周年記念事業として、町内在住の小

中学生を対象に「わたしの好きな おおはるイラ

ストコンテスト」を開催する経費を計上する。

内訳

消耗品費             62千円

郵送料 4千円 
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9款 教育費  2項 小学校費  1目 学校管理費 

○学校事務管理費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・タブレット機器等借上

料

34,421千円 

（31,325千円） 

令和 2 年 1 月に導入した児童用及び教職員タブ

レットについて令和 8 年 1 月に更新し、引き続

き ICTを活用した授業を実施する。

○学校整備工事費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・小学校体育館空調設備

設置工事監理業務委託

料

5,280千円 
体育館空調設備設置工事が設計図書等に基づき

実施されるよう監理業務を委託する。 

【新規】 

・小学校体育館空調設備

設置工事

211,642千円 町内 3小学校の体育館に空調設備を設置する。 

○学校備品購入費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・一般校具備品
4,346千円 

（6,414千円） 

経年劣化等により故障や機能の低下した備品を

更新する経費を計上する。 

・児童用机・椅子、教卓、キャビネット等

・教科教材備品
1,506千円 

（1,482千円） 

経年劣化等により故障や機能の低下した備品を

更新する経費を計上する。 

・綱引きロープ、握力計、ガスコンロ、顕微鏡

等

9款 教育費  3項 中学校費  1目 学校管理費 

○学校事務管理費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・タブレット機器等借上

料

16,176千円 

（14,391千円） 

令和 2 年 1 月に導入した生徒用及び教職員タブ

レットについて令和 8 年 1 月に更新し、引き続

き ICTを活用した授業を実施する。
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○学校整備工事費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・中学校体育館等空調設

備設置工事監理業務委

託料

3,520千円 
体育館等空調設備設置工事が設計図書等に基づ

き実施されるよう監理業務を委託する。 

【新規】 

・中学校体育館等空調設

備設置工事

194,127千円 
大治中学校の体育館及び柔剣道場に空調設備を

設置する。 

【新規】 

・大治中学校放送機器更

新工事

1,528千円 
老朽化により正常に動作しない校内放送の機器

を更新する。 

○学校備品購入費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・一般校具備品
2,265千円 

（2,460千円） 

経年劣化等により故障や機能の低下した備品を

更新する経費を計上する。 

・生徒用机・椅子、パイプ椅子、配膳台等

・教科教材備品
1,184千円 

（1,111千円） 

経年劣化等により故障や機能の低下した備品を

更新する経費を計上する。 

・卓球台、ハードル、グラウンドレーキ、顕微

鏡等

9款 教育費  4項 社会教育費  1目 社会教育総務費 

○社会教育総務事務費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・青少年健全育成大会講

演会講師謝礼

  250千円 

（100千円） 

青少年を取り巻く現状や課題について家庭、学

校、地域それぞれの場において共に考え、その

解決に向けて共に取組み、「育てよう 大治築

く 若い芽を」をスローガンに掲げて青少年の

健全育成と非行防止を大きな運動として展開し

ていくため、町民を対象に公民館で町制施行 50

周年記念の青少年健全育成大会を開催する。 
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○社会教育団体活動推進事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・社会教育団体活動推進

事業費

5,848千円 

（4,828千円） 

社会教育関係団体が社会教育の充実、向上を図

るため行う各種事業に要する経費に対して、補

助金を交付し、各団体の育成や普及・保存を図

る。 

【新規】 

雅の会活動補助金 

雅の会を新たな社会教育団体として認定した

ことに伴い、つるし飾りを大治町の新たな文

化として町内外へ普及・発信していく事業及

び町制施行 50周年を記念して、出生祝として

渡す「ミニ一本つるし」を制作する経費を補

助する。 

年輪のつどい実行委員会補助金 

65歳を迎える町内在住の方を対象に、これか

らの人生を健康で意義のあるものとする場と

して、年輪のつどいを開催していただき、同

年代の交流親睦を図りながら、生涯学習への

足がかりとする事業に要する経費の一部を補

助する。 

○学校支援地域本部事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・学校支援地域本部

事業費

246千円 

（353千円） 

地域住民等にボランティア登録してもらい、中

学生全学年を対象に、授業における学習補助な

ど、学校の教育支援活動を地域全体で行う。 

○子ども・若者支援地域協議会運営費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・子ども・若者支援地域

協議会運営費

2,437千円 

（2,460千円） 

ニートやひきこもりなど社会生活を営む上で困

難を有する子ども・若者に対して、円滑な社会

生活を営むことができるように地域の関係機関

がネットワークを形成し、より一層の連携を図

るための協議会を運営する。

相談窓口業務においては、幅広い支援につなが

るよう週に 2日（水曜日・木曜日）開設する。
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○町史編さん事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・町史編さん事業費

内訳 

町史編さん委員謝礼 

町史編さん業務委託料 

1,111千円 

(4,013千円) 

20千円 

1,091千円 

現町史発行からおよそ 40年が経過したため、町

制施行 50周年記念として、令和 4年度から事業

開始し、4年目の継続事業として、その後の経過

や知見をまとめた増補版の制作に取り組み完成

させる。 

〇町制施行５０周年記念事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・町制施行５０周年記念

事業費

内訳 

謝礼 

消耗品費 

印刷製本費 

郵送料 

保険料 

1,465千円 

910千円 

32千円 

86千円 

288千円 

149千円 

町制施行 50周年記念事業として実施する各種事

業に係る経費を計上する。 

［神楽揃］             804千円 

「大治町商工祭り withはるウィン」の中で町

内に伝わる郷土文化の紹介を目的に、各地区

に保管されている神楽を一堂に会し「神楽揃」

を行います。 

内訳 

謝礼  610千円 

消耗品費    2千円 

印刷製本費     43千円 

保険料     149千円 

［自治体間交流連携事業］          361千円 

「日本三大つるし飾りのまち」（山形県酒田

市・静岡県東伊豆町・福岡県柳川市）とつる

し飾りをまちづくり・観光資源とした自治体

間交流を目的に、雅の会制作のつるし飾りと

日本三大つるし飾りの共同展示を行います。 

内訳 

消耗品費  30千円 

印刷製本費  43千円 

郵送料  288千円 

［大治太鼓発表会］         300千円 

無形民俗文化財指定した「神楽太鼓」「嫁獅

子」を大治太鼓保存会に披露していただくと

共に、銚子はね太鼓保存会を招致し、無形文

化財同士の共演をする。 

  内訳 

  謝礼          300千円 
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9款 教育費  4項 社会教育費  2目 公民館費 

○公民館施設管理費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・公民館屋根外壁等改修

基本調査及び基本設計

業務委託料

8,800千円 

公民館の屋根・外壁の劣化度及び再生可能エネル

ギー発電設備の導入に係る調査を実施し、必要な

対策項目を取りまとめ、施設を最適な状態に維持

するための基本計画を策定する。 

○公民館事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・講師謝礼

・消耗品費

・公民館講座委託料

619千円 

（968千円） 

36千円 

（48千円） 

360千円 

（360千円） 

教養や趣味の知識や技術を高められ、仲間づく

りもできる生涯学習の場を提供するため、公民

館講座を開催する。 

・公民館事業委託料
550千円 

（550千円） 

音楽に親しむ機会を提供するため、クリスマス

コンサートを開催する。また、町制施行 50周年

記念事業として、参加者に好評であったパーテ

ィーを復活させ実施する。

9款 教育費 5項 保健体育費 1目 保健体育総務費 

○生涯スポーツ振興費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・スポーツセンター講座

委託料

4,884千円 

（6,184千円） 

子どものスポーツ活動に親しむきっかけづくり

を推進するため、小中学生等を対象とした各種

スポーツ講座を開催する。

・部活動地域移行実証

事業委託料

1,284千円 

（3,310千円） 

休日の中学校部活動の地域連携・地域クラブ活

動への移行に向け、部活動の一部種目において、

休日部活動を月に 1・2回程度、地域クラブ活動

の受け皿となる団体を通じて実証事業を行う経

費を計上する。 

9款 教育費  5項 保健体育費  2目 体育施設費 

○スポーツセンターリノベーション事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・リノベーション事業支

援業務委託料

8,255千円 

(10,838千円) 

リノベーション工事の適切な履行のため、工程管

理及び建設現場の施行状況の確認補助等を行う

監督補助業務並びに工事の完了検査補助業務を

委託する。
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（10）公債費 

   公債費については、前年度当初５億８，９５６万２千円に対し、本年度当初６億１，

１２２万７千円とし、前年度当初対比３．７％（２，１６６万５千円）の増を計上し

ました。 

 

（11）諸支出金 

   諸支出金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 

 

（12）予備費 

   予備費については、前年度当初１，１００万円に対し、本年度当初１，２００万円

とし、前年度当初対比９．１％（１００万円）の増を計上しました。 
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一 般会計 歳入歳 出予算 案款別 集計 表 

１．歳 入                                   （単位 千円） 

款 
令和 7 年度 

当初予算額 
構成比 
（％） 

対前年 

度比率 

（％） 

令 和 6 年 度 予 算 額 比 較 増 減 

当 初 
構成比 

（％） 
現計(１月末) 当 初 比     現 計 比     

１ 町 税 4,379,815 35.3 103.7 4,224,401 36.1 4,071,169 155,414 308,646 

２ 地 方 譲 与 税 72,081 0.6 104.5 69,004 0.6 69,004 3,077 3,077 

３ 利 子 割 交 付 金 3,000 0.0 157.9 1,900 0.0 1,900 1,100 1,100 

４ 配 当 割 交 付 金 40,400 0.3 116.4 34,700 0.3 34,700 5,700 5,700 

５ 株式等譲渡所得割交付金 35,800 0.3 129.7 27,600 0.2 27,600 8,200 8,200 

６ 法人事業税交付金 65,500 0.5 97.8 67,000 0.6 67,000 △1,500 △1,500 

７ 地方消費税交付金 797,200 6.4 115.9 688,000 5.9 688,000 109,200 109,200 

８ 自動車取得税交付金 1 0.0 0.1 1,000 0.0 1,000 △999 △999 

９ 環境性能割交付金 23,600 0.2 94.4 25,000 0.2 25,000 △1,400 △1,400 

10 地 方 特 例 交 付 金 51,231 0.4 78.8 65,000 0.6 223,058 △13,769 △171,827 

11 地 方 交 付 税 1,321,000 10.7 104.6 1,263,000 10.8 1,282,074 58,000 38,926 

12 交通安全対策特別交付金 3,900 0.0 95.1 4,100 0.0 4,100 △200 △200 

13 分担金及び負担金 46,345 0.4 91.8 50,470 0.4 50,690 △4,125 △4,345 

14 使用料及び手数料 88,046 0.7 103.4 85,162 0.7 85,162 2,884 2,884 

15 国 庫 支 出 金 2,353,606 19.0 96.5 2,439,258 20.9 2,999,538 △85,652 △645,932 

16 県 支 出 金 1,172,962 9.5 115.6 1,015,077 8.7 1,117,708 157,885 55,254 

17 財 産 収 入 5,414 0.1 451.9 1,198 0.0 1,198 4,216 4,216 

18 寄 附 金 2 0.0 100.0 2 0.0 1,607 0 △1,605 

19 繰 入 金 1,059,107 8.5 114.1 927,967 7.9 1,181,532 131,140 △122,425 

20 繰 越 金 90,581 0.7 99.8 90,733 0.8 171,516 △152 △80,935 

21 諸 収 入 190,509 1.5 125.6 151,728 1.3 182,806 38,781 7,703 

22 町 債 603,900 4.9 127.8 472,700 4.0 496,322 131,200 107,578 

合     計 12,404,000 100.0 106.0 11,705,000 100.0 12,782,684 699,000 △378,684 

 
２．歳 出                                   （単位 千円） 

款 
令和 7 年度 

当初予算額 
構成比 
（％） 

対前年 

度比率 

（％） 

令 和 6 年 度 予 算 額 比 較 増 減 

当 初 
構成比 

（％） 
現計(１月末) 当 初 比     現 計 比     

１ 議 会 費 107,861 0.9 106.1 101,615 0.9 104,952 6,246 2,909 

２ 総 務 費 1,682,784 13.5 102.6 1,639,702 14.0 1,654,104 43,082 28,680 

３ 民 生 費 5,906,246 47.6 106.1 5,568,389 47.6 6,464,348 337,857 △558,102 

４ 衛 生 費 938,620 7.6 102.3 917,433 7.8 1,058,597 21,187 △119,977 

５ 農 林 水 産 業 費 74,613 0.6 115.8 64,422 0.6 70,049 10,191 4,564 

６ 商 工 費 60,991 0.5 99.9 61,030 0.5 59,430 △39 1,561 

７ 土 木 費 1,100,571 8.9 114.6 959,974 8.2 930,457 140,597 170,114 

８ 消 防 費 495,255 4.0 105.3 470,542 4.0 492,669 24,713 2,586 

９ 教 育 費 1,413,831 11.4 107.0 1,321,330 11.3 1,341,150 92,501 72,681 

10 公 債 費 611,227 4.9 103.7 589,562 5.0 589,824 21,665 21,403 

11 諸 支 出 金 1 0.0 100.0 1 0.0 1 0 0 

12 予 備 費 12,000 0.1 109.1 11,000 0.1 17,103 1,000 △5,103 

合     計 12,404,000 100.0 106.0 11,705,000 100.0 12,782,684 699,000 △378,684 
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一 般 会 計 歳 出 予 算 案 財 源 別 集 計 表 

１. 一般財源 （単位 千円） 

款 町  税 交 付 税 雑収入・その他 合  計 構成比（％） 

１ 議 会 費      59,728 18,014 30,004 107,746 1.4 

２ 総 務 費      810,372 244,417 407,093 1,461,882 18.5 

３ 民 生 費      1,524,052 459,671 765,612 2,749,335 34.8 

４ 衛 生 費      480,584 144,950 241,423 866,957 11.0 

５ 農林水産業費        36,874 11,122 18,524 66,520 0.8 

６ 商 工 費      19,951 6,018 10,022 35,991 0.5 

７ 土 木 費      338,009 101,947 169,800 609,756 7.7 

８ 消 防 費      263,772 79,556 132,507 475,835 6.0 

９ 教 育 費      522,409 157,564 262,433 942,406 11.9 

10 公 債 費      317,411 95,735 159,452 572,598 7.2 

11 諸 支 出 金        1 1 0.0 

12 予 備 費      6,652 2,006 3,342 12,000 0.2 

合 計 4,379,815 1,321,000 2,200,212 7,901,027 100.0 

◎雑収入・その他の内訳

地 方 揮 発 油 譲 与 税（ 2・1）  15,800 新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補てん特別交付金（10・2）   1,731 

自 動 車 重 量 譲 与 税（ 2・2）  52,300 県 交 付 金（16・4） 740 

利 子 割 交 付 金（ 3・1）   3,000 財 産 運 用 収 入（17・1） 494 

配 当 割 交 付 金（ 4・1）  40,400 財 産 売 払 収 入（17・2）   1 

株式等譲渡所得割交付金（ 5・1）  35,800 寄 附 金（18・1） 2 

法 人 事 業 税 交 付 金（ 6・1）  65,500 基 金 繰 入 金（19・2）  1,000,000 

地 方 消 費 税 交 付 金（ 7・1）  797,200 繰 越 金（20・1）  90,581 

自動車取得税交付金（ 8・1）   1 町 預 金 利 子（21・2）  113 

環 境 性 能 割 交 付 金（ 9・1）  23,600 雑 入（21・5） 23,449 

地 方 特 例 交 付 金（10・1）  49,500 

２. 特定財源 （単位 千円） 

款 国庫支出金 県支出金 町  債 分担金・その他 合  計 構成比（％） 

１ 議 会 費      115 115 0.0 

２ 総 務 費      76,682 89,223 54,997 220,902 4.9 

３ 民 生 費      2,042,274 1,028,805 85,832 3,156,911 70.1 

４ 衛 生 費      9,297 5,618 56,748 71,663 1.6 

５ 農林水産業費        4,096 3,997 8,093 0.2 

６ 商 工 費      25,000 25,000 0.5 

７ 土 木 費      202,816 29,472 178,900 79,627 490,815 10.9 

８ 消 防 費      385 10,500 8,535 19,420 0.4 

９ 教 育 費      22,537 14,623 414,500 19,765 471,425 10.5 

10 公 債 費      38,629 38,629 0.9 

11 諸 支 出 金        0.0 

12 予 備 費      0.0 

合 計 2,353,606 1,172,222 603,900 373,245 4,502,973 100.0 

◎分担金・その他の内訳

森 林 環 境 譲 与 税（ 2・3）   3,981 特 別 会 計 繰 入 金（19・1）  3 

交通安全対策特別交付金（12・1）  3,900   基 金 繰 入 金（19・2）  59,104 

負 担 金（13・1）   46,345    延 滞 金（21・1）  6,000 

使 用 料（14・1）   31,661   貸 付 金 元 利 収 入（21・3）  25,000 

手 数 料（14・2）  56,385  受 託 事 業 収 入（21・4）  24,580 

財 産 運 用 収 入（17・1） 4,909 雑 入（21・5）   111,367 

財 産 売 払 収 入（17・2）   10 
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一 般 会 計 歳 出 予 算 案 節 別 集 計 表 
（単位 千円） 

款 

節 
１ 議会費 ２ 総務費 ３ 民生費 ４ 衛生費 ５ 農林水産業費 ６ 商工費 ７ 土木費 ８ 消防費 ９ ,教育費 10 公債費 11 諸支出金 12 予備費 合 計 

構成比 

（％） 

１ 報 酬   45,503 80,161 27,047 23,169 4,106 1,899 12,811 96,294 290,990 2.4 

２ 給 料   15,274 284,975 168,782 63,355 12,294 3,330 47,711 119,123 714,844 5.8 

３ 職 員 手 当 等          23,722 331,945 120,343 46,342 8,724 2,160 35,530 4,434 96,674 669,874 5.4 

４ 共 済 費    16,870 141,518 67,084 26,404 4,867 1,299 19,156 48,250 325,448 2.6 

７ 報 償 費    20,328 2,154 13,562 204 618 8,528 6,987 52,381 0.4 

８ 旅 費   1,980 3,521 2,742 587 60 4 331 542 3,273 13,040 0.1 

９ 交 際 費 140 450 590 0.0 

10 需 用 費    1,315 69,537 10,675 44,479 1,257 121 32,604 12,780 150,530 323,298 2.6 

11 役 務 費    916 48,189 12,462 6,259 7 16 211 8,410 15,577 92,047 0.7 

12 委 託 料    594 483,852 1,439,490 389,200 2,208 42,105 14,677 250,460 2,622,586 21.1 

13 使用料及び賃借料          1,080 126,530 29,450 12,810 378 14,121 1,573 135,743 321,685 2.6 

14 工 事 請 負 費          1,330 6,000 6,362 646,350 409,961 1,070,003 8.6 

15 原 材 料 費          186 159 50 395 0.0 

16 公 有 財 産 購 入 費          1 1 0.0 

17 備 品 購 入 費          1,613 2,591 164 2,531 13,063 19,962 0.2 

18 負担金補助及び交付金 467 74,099 326,571 307,330 30,148 29,061 4,749 428,605 51,649 1,252,679 10.1 

19 扶 助 費    2,669,790 4,947 16,197 2,690,934 21.7 

20 貸 付 金    25,000 25,000 0.2 

21 補償、補塡及び賠償金 0.0 

22 償還金利子及び割引料 10,122 611,227 621,349 5.0 

24 積 立 金    4,491 3,998 8,489 0.1 

26 公 課 費    123 12 205 340 0.0 

27 繰 出 金    1,021,065 255,000 1,276,065 10.3 

28 予 備 費    12,000 12,000 0.1 

合 計 107,861 1,682,784 5,906,246 938,620 74,613 60,991 1,100,571 495,255 1,413,831 611,227 1 12,000 12,404,000 100.0 

構成比(％) 0.9 13.5 47.6 7.6 0.6 0.5 8.9 4.0 11.4 4.9 0.0 0.1 100.0 
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国民健康保険特別会計 



１. 予算規模

国民健康保険特別会計の予算総額は、前年度当初２８億３，０６９万３千円に対し、

本年度当初２７億４，６０２万２千円とし、前年度当初対比３．０％（８，４６７万１

千円）の減を計上しました。 

なお、この予算積算時に用いた概算数値は、加入世帯数を３，７００世帯、被保険者

数を５，６００人としました。 

２. 歳 入

（１）国民健康保険税

国民健康保険税については、安定的な財政運営を図ることから、税率改正を行い、

前年度当初６億２，６２５万５千円に対し、本年度当初６億４，１８６万９千円とし、

前年度当初対比２．５％（１，５６１万４千円）の増を計上しました。 

（２）県支出金

県支出金については、前年度当初１８億３，９１８万４千円に対し、本年度当初１

８億２３９万８千円とし、前年度当初対比２．０％（３，６７８万６千円）の減を計

上しました。 

（３）繰入金

繰入金については、支払準備基金繰入金を廃止するとともに、被保険者の国民健康

保険税の急激な上昇を抑制するため、新たに一般会計から繰り入れを行うなど、前年

度当初２億８，１４４万８千円に対し、本年度当初２億８，９６４万円とし、前年度

当初対比２．９％（８１９万２千円）の増を計上しました。 

（４）繰越金

繰越金については、前年度当初７，４６８万７千円に対し、本年度当初３００万円

とし、前年度当初対９６．０％（７，１６８万７千円）の減を計上しました。 

３. 歳 出

（１）総務費

総務費については、前年度当初３，５６９万９千円に対し、本年度当初２，１１５

万円とし、前年度当初対比４０．８％（１，４５４万９千円）の減を計上しました。 

（２）保険給付費

保険給付費については、前年度当初１７億９，４２８万６千円に対し、本年度当初

１７億７，６５８万円とし、前年度当初対比１．０％（１，７７０万６千円）の減を
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計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

2款 保険給付費  1項 療養諸費  1目 一般被保険者療養給付費 

○一般被保険者療養給付費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・一般被保険者

療養給付費

1,544,000千円 

(1,557,000千円) 
一般被保険者に対し、療養の給付を行う。 

2款 保険給付費  2項 高額療養費  1目 一般被保険者高額療養費 

○一般被保険者高額療養費

項 目 
当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・一般被保険者

高額療養費

195,000千円 

(199,000千円) 
一般被保険者に対し、高額療養の給付を行う。 

（３）国民健康保険事業費納付金

国民健康保険事業費納付金については、前年度当初９億６，８６１万円に対し、本

年度当初９億１，６２８万４千円とし、前年度当初対比５．４％（５，２３２万６千

円）の減を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

3款 国民健康保険事業費納付金  1項 医療給付費分 

1目 一般被保険者医療給付費分 

○一般被保険者医療給付費分

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・一般被保険者

医療給付費分

620,879千円 

(656,156千円) 

所得、被保険者数、年齢階層、医療費等の情報か

ら算定された納付金額を計上し、県に納める。 

3款 国民健康保険事業費納付金  2項 後期高齢者支援金等分 

1目 一般被保険者後期高齢者支援金等分 

○一般被保険者後期高齢者支援金等分

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・一般被保険者

後期高齢者支援金

等分

211,528千円 

(224,186千円) 

所得、被保険者数、年齢階層、医療費等の情報か

ら算定された納付金額を計上し、県に納める。 
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3款 国民健康保険事業費納付金  3項 介護納付金分 

1目 介護納付金分 

○介護納付金分

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・介護納付金分
83,877千円 

(88,268千円) 

所得、被保険者数、年齢階層、医療費等の情報か

ら算定された納付金額を計上し、県に納める。 

（４）保健事業費

保健事業費については、前年度当初２，５９９万３千円に対し、本年度当初２，５

９０万６千円とし、前年度当初対比０．３％（８万７千円）の減を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

5款 保健事業費  1項 特定健康診査等事業費  1目 特定健康診査等事業費 

○特定健康診査等事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・特定健康診査等

事業費

22,861千円 

(22,906千円) 

メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に

着目した 40 歳以上 75 歳未満の被保険者を対象と

する健診等を実施する。

被保険者健診受診率の向上を図ることを目的に、

過去 3 年間の健診受診データをＡＩで分析・選定

し、各該当者にあった受診勧奨通知書を送付する

業務を委託するため、3,784千円を計上する。

5款 保健事業費  2項 保健事業費  1目 疾病予防費 

○疾病予防費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・疾病予防費
3,045千円 

(3,087千円) 

疾病の重症化による医療費の増加防止及び健康維

持のため、30歳以上の被保険者を対象とする人間

ドック及び脳ドックに対する助成金を計上する。 

（５）諸支出金

諸支出金については、前年度当初３１０万３千円に対し、本年度当初３１０万１千

円とし、前年度当初対比０．１％（２千円）の減を計上しました。 

（６）予備費

予備費については、前年度当初と同額の３００万円を計上しました。
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土 地 取 得 特 別 会 計 



１．予算規模 

土地取得特別会計の予算総額は、前年度当初４，６６２万９千円に対し、本年度当初

１４６万５千円とし、前年度当初対比９６．９％（４，５１６万４千円）の減を計上し

ました。 

２．歳 入 

（１）財産収入

財産収入については、前年度当初４，６６２万７千円に対し、本年度当初１４６万

３千円とし、前年度当初対比９６．９％（４，５１６万４千円）の減を計上しました。 

（２）繰入金

繰入金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。

（３）繰越金

繰越金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。

３．歳 出 

（１）総務費

総務費については、前年度当初４，６６２万８千円に対し、本年度当初１，４６４

千円とし、前年度当初対比９６．９％（４，５１６万４千円）の減を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

1款 総務費  1項 総務管理費  1目 土地開発基金 

○土地開発基金

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・土地開発基金積立金
1,464千円 

（46,628千円） 

定期預金で運用している土地開発基金の利息分

を積み立てる。 

（２）普通財産取得費

普通財産取得費については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。
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介 護 保 険 特 別 会 計 

（ 保 険 事 業 勘 定 ） 



１．予算規模 

 介護保険特別会計（保険事業勘定）の予算総額は、前年度当初１９億８，７６４万円

に対し、本年度当初２０億６，６３４万２千円とし、前年度当初対比４．０％（７，８

７０万２千円）の増を計上しました。 

なお、予算積算時に用いた基礎数値は、第１号被保険者数を７，０１９人としました。 

２．歳 入 

（１）保険料

保険料については、前年度当初４億６，００３万１千円に対し、本年度当初４億６，

３２６万２千円とし、前年度当初対比０．７％（３２３万１千円）の増を計上しまし

た。 

（２）使用料及び手数料

使用料及び手数料については、事業者指定等事務手数料として前年度当初１万円に

対し、本年度当初５万円とし、前年度当初対比４００％（４万円）の増を計上しまし

た。 

（３）国庫支出金

国庫支出金については、介護保険法で規定する負担割合により、介護給付費負担金

として３億４，８９２万５千円、地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合

事業）として１，１９３万２千円、地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総

合事業以外の地域支援事業）として１，４９８万９千円を見込むなど、前年度当初３

億８，０５０万３千円に対し、本年度当初３億９，７６６万８千円とし、前年度当初

対比４．５％（１，７１６万５千円）の増を計上しました。 

（４）支払基金交付金

支払基金交付金については、介護保険法で規定する負担割合により、介護給付費交

付金として５億２，６１０万７千円、地域支援事業支援交付金として１，６１０万９

千円を見込み、前年度当初５億１，９８４万３千円に対し、本年度当初５億４，２２

１万６千円とし、前年度当初対比４．３％（２，２３７万３千円）の増を計上しまし

た。 

（５）県支出金

県支出金については、介護保険法で規定する負担割合により、介護給付費負担金と

して２億８，４３５万３千円、地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事
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業）として７４５万８千円、地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業

以外の地域支援事業）として７４９万４千円を見込むなど、前年度当初２億８，７１

８万７千円に対し、本年度当初２億９，９３０万６千円とし、前年度当初対比４．２％

（１，２１１万９千円）の増を計上しました。 

（６）財産収入

財産収入については、前年度当初１万５千円に対し、本年度当初６７万５千円とし、

前年度当初対比４，４００％（６６万円）の増を計上しました。 

（７）繰入金

繰入金については、介護保険法で規定する負担割合により、一般会計から介護給付

費繰入金として２億４，３５６万９千円、地域支援事業繰入金（介護予防・日常生活

支援総合事業）として７４５万８千円、地域支援事業繰入金（介護予防・日常生活支

援総合事業以外の地域支援事業）として７４９万４千円、また、事務費の財源に充当

するため、その他一般会計繰入金として１，７９６万４千円を見込むなど、前年度当

初３億４，００４万５千円に対し、本年度当初３億６，３１０万円とし、前年度当初

対比６．８％（２，３０５万５千円）の増を計上しました。 

（８）繰越金

繰越金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。

（９）諸収入

諸収入については、１００歳大学授業料負担金として６万円を見込むなど、前年度

当初５千円に対し、本年度当初６万４千円とし、前年度当初対比１，１８０％（５万

９千円）の増を計上しました。 

３．歳 出 

（１）総務費

総務費については、前年度当初２，３８２万２千円に対し、本年度当初１，８０１

万５千円とし、前年度当初対比２４．４％（５８０万７千円）の減を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

48



1款 総務費  1項 総務管理費  1目 一般管理費 

○地域包括支援センター運営協議会費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・地域包括支援センター

運営協議会委員謝礼

59千円 

（59千円） 

大治町地域包括支援センターの適切な運営、公

正及び中立性の確保その他センターの円滑かつ

適正な運営を図るため協議会を開催し、その委

員謝礼を計上する。 

○地域密着型サービス運営委員会費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・地域密着型サービス

運営委員会委員謝礼

234千円 

（234千円） 

介護保険法に基づき、地域密着型サービス及び

地域密着型介護予防サービスの適正な運営を確

保するため委員会を開催し、その委員謝礼を計

上する。 

○１００歳大学運営委員会費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・１００歳大学運営委員

会委員謝礼 

156千円 

100歳大学の学務の企画及び運営に関し、幅広い

視点から意見及び助言を得るため委員会を開催

し、その委員謝礼を計上する。 

1款 総務費  2項 徴収費  1目 賦課徴収費 

○賦課徴収費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・賦課徴収費
2,552千円 

（2,612千円） 

第 1 号被保険者の介護保険料納付に係る事務に

必要な経費を計上する。 

1款 総務費  3項 介護認定審査会費  1目 介護認定審査会費 

○介護認定審査会費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・介護認定審査会費
4,368千円 

（6,049千円） 

年間 39回（13回×3合議体）開催する審査会の

委員報酬（15 名分）など認定審査会に必要な経

費を計上する。 
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1款 総務費  3項 介護認定審査会費  2目 認定調査等費 

○認定調査等費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・認定調査等費
7,696千円 

（10,258千円） 

医師意見書料や認定調査委託料など認定調査に

必要な経費を計上する。 

（２）保険給付費

保険給付費については、前年度当初１８億６，３３７万４千円に対し、本年度当初

１９億４，８５４万８千円とし、前年度当初対比４．６％（８，５１７万４千円）の

増を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

2款 保険給付費  1項 介護サービス等諸費  1目 介護サービス等諸費 

○介護サービス等諸費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・介護サービス等諸費
1,851,300千円 

（1,770,309千円） 

加齢による病気等で要介護状態となり、入浴・

排せつ・食事等の介護、機能訓練、看護・療養

上の管理等の医療が必要な人に対してサービ

スを提供する。

2款 保険給付費  2項 審査支払手数料  1目 審査支払手数料 

○審査支払手数料

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・審査支払手数料
1,128千円 

（1,068千円） 

愛知県国民健康保険団体連合会に対する介護給

付費の審査支払事務に係る手数料を計上する。 

2款 保険給付費  3項 高額介護サービス等費  1目 高額介護サービス等費 

○高額介護サービス等費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・高額介護サービス等費
49,080千円 

（46,790千円） 

要介護者等が 1 カ月に支払った利用者負担が、

所得区分に応じて、世帯単位および個人単位で

負担限度額を超えたとき払い戻す。 
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2款 保険給付費  4項 高額医療合算介護サービス等費 

  1目 高額医療合算介護サービス等費 

○高額医療合算介護サービス等費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・高額医療合算介護サー

ビス等費

6,240千円 

（5,362千円） 

世帯の 1 年間の介護保険の利用者負担額と医療

保険・後期高齢者医療の一部負担金等を合算し

た額が、所得区分に応じて、世帯の負担限度額

を超えたとき払い戻す。 

2款 保険給付費  5項 特定入所者介護サービス等費  

1目 特定入所者介護サービス等費 

○特定入所者介護サービス等費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・特定入所者介護サービ

ス等費

40,800千円 

（39,845千円） 

低所得の要介護者が施設サービスや短期入所サ

ービスを利用したとき、食費・居住費について

補足給付として支給する。 

（３）地域支援事業費

地域支援事業費については、前年度当初９，９９８万８千円に対し、本年度当初９，

８６６万３千円とし、前年度当初対比１．３％（１３２万５千円）の減を計上しまし

た。 

主な事業は、次のとおりです。 

3款 地域支援事業費  1項 地域支援事業費  1目 地域支援事業費 

○介護予防・生活支援サービス事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・介護予防・生活支援

サービス事業費

55,968千円 

（59,112千円） 

要支援認定を受けた人や基本チェックリストで

該当とされた人を対象に、介護予防ケアマネジ

メントのもと、訪問型サービスや通所型サービ

スを提供するための経費を計上する。

○一般介護予防事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・一般介護予防事業費
869千円 

（2,696千円） 

高齢者の健康寿命の延伸に向けて、認知症予防

を推進するため、第 1 号被保険者を対象に、各

種介護予防教室を開催する。 

51



○一般介護予防事業費（１００歳大学運営事業）

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・一般介護予防事業費

（１００歳大学運営

事業）

2,768千円 

誰もが生涯活躍できるウェルビーイングの高い

健康長寿社会の実現に向けたまちづくりを推進

し、町民の健康増進を図るため 100 歳大学を開

設する。 

〔対象〕町内に住所を有する 65歳以上の方 

〔定員〕20名  〔授業料〕年額 3,000円 

〔期間〕令和 7年 6月 17日㈫ 

～令和 8年 3月 24日㈫ 

〔カリキュラム〕 

運動・栄養・社会参加・脳の活性化を基本分

野とした各種講義、社会見学等の行事 

○地域包括支援センター運営事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・地域包括支援センター

運営委託料

33,244千円 

（32,360千円） 

地域住民の心身の健康の保持と生活の安定のた

めに必要な援助を行うことにより、保健医療の

向上・福祉の増進を包括的に支援するため地域

包括支援センターの運営を委託する。 

○在宅医療・介護連携推進事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・在宅医療・介護連携推

進事業負担金

4,755千円 

（4,732千円） 

海部医療圏において在宅医療と介護の連携体制

を構築するため、7市町村（津島市、愛西市、弥

富市、あま市、大治町、蟹江町、飛島村）で在

宅医療・介護連携支援センター（通称：あまさ

ぽ）を設置し、運営するための経費を負担する。 

3款 地域支援事業費  1項 地域支援事業費  2目 審査支払手数料 

○審査支払手数料

項 目 
当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・審査支払手数料
120千円 

（168千円） 

愛知県国民健康保険団体連合会に対する介護予

防・日常生活支援総合事業費の審査支払事務に

係る手数料を計上する。 

（４）基金積立金

基金積立金については、前年度当初１万５千円に対し、本年度当初６７万５千円と

し、前年度当初対比４，４００％（６６万円）の増を計上しました。 

（５）諸支出金

諸支出金については、前年度当初と同額の４４万１千円を計上しました。
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介 護 保 険 特 別 会 計 

（介護サービス事業勘定） 



１．予算規模 

介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）の予算総額は、前年度当初１千円に対し、

本年度当初８万３千円とし、前年度当初対比８，２００％（８万２千円）の増を計上し

ました。 

２．歳 入 

（１）財産収入

財産収入については、前年度当初１千円に対し、本年度当初８万３千円とし、前年

度当初比８，２００％（８万２千円）の増を計上しました。 

３．歳 出 

（１）基金積立金

基金積立金については、前年度当初１千円に対し、本年度当初８万３千円とし、前

年度当初対比８，２００％（８万２千円）の増を計上しました。 
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後期高齢者医療特別会計



１．予算規模 

後期高齢者医療特別会計の予算総額は、前年度当初８億３，９３４万４千円に対し、 

本年度当初８億７，５２１万５千円とし、前年度当初対比４．３％（３，５８７万１ 

千円）の増を計上しました。 

なお、この予算積算時に用いた基礎数値は、被保険者数を４，４７６人としました。 

２．歳 入 

（１）保険料

保険料については、前年度当初４億３，９５６万７千円に対し、本年度当初４億

３，９４０万９千円とし、前年度当初対比０．０％（１５万８千円）の減を計上し 

ました。 

（２）繰入金

繰入金については、療養給付費繰入金として３億３，０８８万８千円、広域連合

事務費繰入金として１，１８９万６千円、保険基盤安定繰入金として８，８６０万 

円を見込むなど、前年度当初３億９，９２９万２千円に対し、本年度当初４億３， 

５３２万１千円とし、前年度当初対比９．０％（３，６０２万９千円）の増を計上 

しました。 

（３）諸収入

諸収入については、前年度当初と同額の４８万４千円を計上しました。

３．歳 出 

（１）総務費

前年度当初５５４万９千円に対し、本年度当初３９３万９千円とし、前年度当初

対比２９．０％（１６１万円）の減を計上しました。 

（２）広域連合納付金

前年度当初８億３，３３１万４千円に対し、本年度当初８億７，０７９万５千円

とし、前年度当初対比４．５％（３，７４８万１千円）の増を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 
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2款 広域連合納付金  1項 後期高齢者医療広域連合納付金 

1目 後期高齢者医療広域連合納付金 

〇後期高齢者医療広域連合納付金 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・保険料等負担金
528,011千円 

（519,569千円） 

愛知県後期高齢者医療広域連合へ徴収した保険

料等を負担する。 

・療養給付費負担金
330,888千円 

（301,723千円） 

愛知県後期高齢者医療広域連合へ後期高齢者医

療制度の医療にかかる費用のうちの公費（町）

分を負担する。 

・広域連合事務費負担金
11,896千円 

 （12,022千円） 

愛知県後期高齢者医療広域連合の運営に係る事

務費を構成市町村で負担する。 
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下 水 道 事 業 会 計



１．予算規模

下水道事業会計の予算は、収益的収入としまして前年度当初３億５，４８６万円に対

し、本年度当初３億９，８００万８千円とし、前年度当初対比１２．２％（４，３１４

万８千円）の増を計上し、収益的支出としまして前年度当初３億４，３２２万４千円に

対し、本年度当初３億６，１８４万９千円とし、前年度当初対比５．４％（１，８６２

万５千円）の増を計上し、資本的収入としまして前年度当初４億１，２８５万３千円に

対し、本年度当初４億２，０４５万５千円とし、前年度当初対比１．８％（７６０万２

千円）の増を計上し、資本的支出としまして前年度当初５億１，７５６万４千円に対し、

本年度当初５億５，０５７万５千円とし、前年度当初対比６．４％（３，３０１万１千

円）の増を計上しました。 

２．収益的収入及び支出 

  収  入 

（１）営業収益

営業収益については、下水道使用料等として前年度当初６，７４２万２千円に対し、

本年度当初９，７２８万６千円とし、前年度当初対比４４．３％（２，９８６万４千

円）の増を計上しました。 

（２）営業外収益

営業外収益については、他会計負担金等として前年度当初２億８，７４３万８千円

に対し、本年度当初３億７２万２千円とし、前年度当初対比４．６％（１，３２８万

４千円）の増を計上しました。 

  支  出 

（１）営業費用

営業費用については、前年度当初３億７８万７千円に対し、本年度当初３億１，７

８６万１千円とし、前年度当初対比５．７％（１，７０７万４千円）の増を計上しま

した。 

主な事業は、次のとおりです。 
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1 款 下水道事業費用  1 項 営業費用  1 目 管きょ維持費 

項  目 当初予定額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・下水管内調査委託料
16,290千円 

日光川下流流域下水道の維持管理業務を関連市町

（津島市・愛西市・弥富市・あま市・大治町・蟹江

町）で相互連携を図ることで、継続的に安定して

実施する。 

令和 7年度は、大治町が幹事市町である。 

・下水道維持修繕工事
1,200千円 

（6,000千円） 
管きょの内面補修を行う。 

1 款 下水道事業費用  1 項 営業費用  2 目 総係費 

項  目 
当初予定額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・アドバイザリー業務

委託料

2,218千円 

（2,888千円） 
予算決算書類の作成等の業務支援を委託する。 

・公営企業会計システ

ム使用料

1,873千円 

（1,873千円） 

複式簿記による会計処理を行うためのシステム使

用料を計上する。 

・下水道使用料徴収事

務費負担金

5,176千円 

（5,035千円） 

下水道使用料の徴収事務を名古屋市上下水道局へ

委託しているため、その事務処理にかかる費用を負

担する。 

1 款 下水道事業費用  1 項 営業費用  3 目 流域下水道維持管理費負担金 

項  目 当初予定額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・日光川下流流域下水

道維持管理費負担金

65,762千円 

（54,700千円） 

愛知県が管理する日光川下流流域下水道の維持管

理費等に必要な経費を関連市町（津島市、稲沢市、

愛西市、弥富市、あま市、大治町、蟹江町）が負担

する。 

（２）営業外費用

営業外費用については、前年度当初４，２４３万７千円に対し、本年度当初４，３

９８万８千円とし、前年度当初対比３．７％（１５５万１千円）の増を計上しました。 
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３．資本的収入及び支出 

  収  入 

（１）企業債

企業債については、公共下水道事業費に係る公共下水道事業債として前年度当初２

億５，３２４万円に対し、本年度当初２億３，７４０万円とし、前年度当初対比６．

３％（１，５８４万円）の減、流域下水道事業建設負担金に係る流域下水道事業債と

して前年度当初１，１７０万円に対し、本年度当初１，４７０万円とし、前年度当初

対比２５．６％（３００万円）の増を計上しました。 

（２）負担金

負担金については、受益者負担金等として前年度当初２，０８０万８千円に対し、

本年度当初２，０３５万１千円とし、前年度当初対比２．２％（４５万７千円）の減

を計上しました。 

（３）国庫補助金

国庫補助金については、社会資本整備総合交付金として前年度当初１億８７６万円

に対し、本年度当初１億１，０５３万５千円とし、前年度当初対比１．６％（１７７

万５千円）の増を計上しました。 

（４）県費補助金

県費補助金については、前年度当初１４０万に対し、本年度当初７０万円とし、前

年度当初対比５０．０％（７０万円）の減を計上しました。 

（５）他会計補助金

他会計補助金については、一般会計繰入金として前年度当初１，６９４万５千円に

対し、本年度当初３，６７６万９千円とし、前年度当初対比１１７．０％（１，９８

２万４千円）の増を計上しました。 

支  出 

（１）建設改良費

建設改良費については、前年度当初３億９，７８４万４千円に対し、本年度当初４

億２，０７１万２千円とし、前年度当初対比５．７％（２，２８６万８千円）の増を

計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 
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1 款 資本的支出  1 項 建設改良費  1 目 公共下水道事業費 

項  目 当初予定額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・公共下水道実施設計

業務等委託料

46,600千円 

（64,600千円） 

令和 8年度以降の三本木地区で、下水道工事を実施

するために必要な設計図書等を作成する。 

【新規】 

・下水道事業計画変更

認可図書作成業務委

託料

20,504千円 
現計画の目標年度到達に伴い、全体計画及び変更認

可図書を作成する。 

・事業損失補償調査費
800千円 

（4,800千円） 

下水道管渠の布設工事により、影響範囲の家屋等を

調査する。 

【新規】 

・ストックマネジメン

ト計画策定業務委託

料

24,310千円 
下水道施設の計画的な維持管理を実践していくた

めストックマネジメント計画を策定する。 

【新規】 

・発注者支援業務委託

料

24,000千円 

大治町発注の下水道事業工事の各種事務を委託す

ることにより、工事管理の効率化及び下水道の円滑

な整備を図る。 

・公共下水道工事費
220,000千円 

（248,000千円） 

下水道管渠の布設工事及び前年度以前に管渠布設

施工した箇所の舗装復旧工事等を実施する。 

1 款 資本的支出  1 項 建設改良費  2 目 流域下水道建設費負担金 

項  目 当初予定額 
（ ）内は前年度

内 容 

・日光川下流流域下水

道事業建設負担金

14,789千円 

（11,746千円） 

日光川下流流域下水道の建設費（管渠等）を関連市

町（津島市、稲沢市、愛西市、弥富市、あま市、大

治町、蟹江町）が負担する。 

（２）企業債償還金

企業債償還金については、前年度当初１億１，９７２万円に対し、本年度当初１億

２，９８６万３千円とし、前年度当初対比８．５％（１，０１４万３千円）の増を計

上しました。 
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